
令和１年度 計算書類の注記（法人全体） 

 

1. 継続企業の前提に関する注記 

該当なし 

 

2. 重要な会計方針 

（1） 固定資産の減価償却方法 

定額法により償却を行っている。 

（2） 引当金の計上基準 

・賞与引当金 

     職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を

計上している。 

    ・処遇改善引当金 

     介護職員に対する介護職員処遇改善加算の支給に備えるため、加算受入額を予

算に応じて計上している。 

（3） 消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税込方式によっている。 

 

3. 会計方針の変更 

該当なし 

 

4. 法人で採用する退職給付制度 

職員給与規程第 30条に基づき、社会福祉施設退職手当共済法及び新潟県民間社会福

祉施設職員退職手当積立基金に加入している。 

 

5. 法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分 

（1） 法人全体の計算書類「会計基準省令第一号第一様式（第十七条第四項関係）、会計基

準省令第二号第一様式（第二十三条第四項関係）、会計基準省令第三号第一様式（第

二十七条第四項関係）」 

（2） 事業区分別内訳表「会計基準省令第一号第二様式（第十七条第四項関係）、会計基準

省令第二号第二様式（第二十三条第四項関係）、会計基準省令第三号第二様式（第二

十七条第四項関係）」 

（3） 社会福祉事業における拠点区分別内訳表「会計基準省令第一号第三様式（第十七条

第四項関係）、会計基準省令第二号第三様式（第二十三条第四項関係）、会計基準省

令第三号第三様式（第二十七条第四項関係）」 

（4） 公益事業における拠点区分別内訳表「会計基準省令第一号第三様式（第十七条第四

項関係）、会計基準省令第二号第三様式（第二十三条第四項関係）、会計基準省令第

三号第三様式（第二十七条第四項関係）」 

（5） 拠点区分の計算書類「会計基準省令第一号第四様式（第十七条第四項関係）、会計基



準省令第二号第四様式（第二十三条第四項関係）、会計基準省令第三号第四様式（第

二十七条第四項関係）」 

（6） 各拠点におけるサービス区分の内容 

  ① 北区拠点（社会福祉事業） 

    「本部」 

    「通所介護事業」 

    「短期入所事業」 

  ② 東区拠点（社会福祉事業） 

    「特養」 

    「通所介護事業Ⅱ」 

  ③ 北区拠点（公益事業） 

    「居宅支援事業」 

 

6. 基本財産の増減の内容及び金額 

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。         （単位：円） 

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

土地 128,000,000  0  0  128,000,000  

建物 409,220,763  0  12,523,294  396,697,469  

合 計 537,220,763  0  12,523,294  524,697,469  

 

7. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取り崩しを

行った場合には、その旨、その理由及び金額 

 減価償却に伴い、国庫補助金等特別積立金を取り崩している。 

 当期取崩額は、3,316,959円である。 

 

8. 担保に供している資産 

担保に供されている資産は以下のとおりである。 

土地（基本財産） 128,000,000円 

建物（基本財産） 396,697,469円 

 計      524,697,469円  

 

担保している債務の種類及び金額は以下のとおりである。 

設備資金借入金  （1年以内返済予定額を含む。）   337,228,000円 

 

 

 

 

 



9. 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高         （単位：円） 

 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

建物（基本財産） 532,742,500  136,045,031  396,697,469  

建物（上記以外） 1,529,587  643,782  885,805  

建物付属設備 7,121,760  2,042,261  5,079,499  

構築物 1,605,870  1,261,071  344,799  

車輛運搬具 14,504,769  14,432,198  72,571  

器具・備品 35,143,493  30,741,942  4,401,551  

開業費 9,029,521  9,029,521  0  

ソフトウェア 5,340,732  5,340,732  0  

合 計 607,018,232  199,536,538  407,481,694  

 

10. 債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高  （単位：円） 

 債権金額 貸倒引当金の当期残高 債権の当期末残高 

未収入金 70,689,504  0  70,689,504  

合 計 70,689,504  0  70,689,504  

 

11. 満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益 

該当なし 

 

12. 関連当事者との取引の内容 

該当なし 

 

13. 重要な偶発債務 

該当なし 

 

14. 重要な後発事象 

該当なし 

 

15. その他 

   該当なし 

 

 

 

 

 

 

 



計算書類の注記（北区拠点） 

 

1. 重要な会計方針 

（1） 固定資産の減価償却方法 

定額法により償却を行っている。 

（2） 引当金の計上基準 

・賞与引当金 

     職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を

計上している。 

・処遇改善引当金 

     介護職員に対する介護職員処遇改善加算の支給に備えるため、加算受入額を予

算に応じて計上している。 

（3） 消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税込方式によっている。 

 

2. 会計方針の変更 

該当なし 

 

3. 法人で採用する退職給付制度 

職員給与規定第 30条に基づき、社会福祉施設退職手当共済法及び新潟県民間社会福

祉施設職員退職手当積立基金に加入している。 

 

4. 法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分 

（1） 法人全体の計算書類「会計基準省令第一号第一様式（第十七条第四項関係）、会計基

準省令第二号第一様式（第二十三条第四項関係）、会計基準省令第三号第一様式（第

二十七条第四項関係）」 

（2） 事業区分別内訳表「会計基準省令第一号第二様式（第十七条第四項関係）、会計基準

省令第二号第二様式（第二十三条第四項関係）、会計基準省令第三号第二様式（第二

十七条第四項関係）」 

（3） 社会福祉事業における拠点区分別内訳表「会計基準省令第一号第三様式（第十七条

第四項関係）、会計基準省令第二号第三様式（第二十三条第四項関係）、会計基準省

令第三号第三様式（第二十七条第四項関係）」 

（4） 公益事業における拠点区分別内訳表「会計基準省令第一号第三様式（第十七条第四

項関係）、会計基準省令第二号第三様式（第二十三条第四項関係）、会計基準省令第

三号第三様式（第二十七条第四項関係）」 

（5） 拠点区分の計算書類「会計基準省令第一号第四様式（第十七条第四項関係）、会計基

準省令第二号第四様式（第二十三条第四項関係）、会計基準省令第三号第四様式（第

二十七条第四項関係）」 

（6） 各拠点におけるサービス区分の内容 



  ① 北区拠点（社会福祉事業） 

    「本部」 

    「通所介護事業」 

    「短期入所事業」 

  ② 東区拠点（社会福祉事業） 

    「特養」 

    「通所介護事業Ⅱ」 

  ③ 北区拠点（公益事業） 

    「居宅支援事業」 

 

5. 基本財産の増減の内容及び金額 

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。         （単位：円） 

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

土地 29,700,000  0  0  29,700,000  

建物 162,720,327  0  5,969,688  156,750,639  

合 計 192,420,327  0  5,969,688  186,450,639  

 

6. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取り崩しを

行った場合には、その旨、その理由及び金額 

 減価償却に伴い、国庫補助金等特別積立金を取り崩している。 

 当期取崩額は、166,667円である。 

 

7. 担保に供している資産 

担保に供されている資産は以下のとおりである。 

土地（基本財産）  29,700,000円 

建物（基本財産） 156,750,639円 

 計      186,450,639円  

 

担保している債務の種類及び金額は以下のとおりである。 

設備資金借入金  （1年以内返済予定額を含む。）   128,781,000円 

 

 

 

 

 

 

 

 



8. 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高         （単位：円） 

 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

建物（基本財産） 235,236,100  78,485,461  156,750,639  

建物（上記以外） 982,800  112,854  869,946  

建物付属設備 6,423,540  1,950,810  4,472,730  

構築物 1,261,470  1,042,951  218,519  

車輛運搬具 7,217,200  7,217,196  4  

器具・備品 12,349,866  9,464,377  2,885,489  

合 計 263,470,976  98,273,649  165,197,327  

 

9. 債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高  （単位：円） 

 債権金額 貸倒引当金の当期残高 債権の当期末残高 

未収入金 35,518,496  0  35,518,496  

合 計 35,518,496  0  35,518,496  

 

10. 満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益 

該当なし 

 

11. 重要な後発事象 

該当なし 

 

12. その他 

   該当なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



計算書類の注記（東区拠点） 

 

1. 重要な会計方針 

（1） 固定資産の減価償却方法 

定額法により償却を行っている。 

（2） 引当金の計上基準 

・賞与引当金 

     職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を

計上している。 

・処遇改善引当金 

     介護職員に対する介護職員処遇改善加算の支給に備えるため、加算受入額を予

算に応じて計上している。 

（3） 消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税込方式によっている。 

 

2. 会計方針の変更 

該当なし 

 

3. 法人で採用する退職給付制度 

職員給与規定第 30条に基づき、社会福祉施設退職手当共済法及び新潟県民間社会福

祉施設職員退職手当積立基金に加入している。 

 

4. 法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分 

（1） 法人全体の計算書類「会計基準省令第一号第一様式（第十七条第四項関係）、会計基

準省令第二号第一様式（第二十三条第四項関係）、会計基準省令第三号第一様式（第

二十七条第四項関係）」 

（2） 事業区分別内訳表「会計基準省令第一号第二様式（第十七条第四項関係）、会計基準

省令第二号第二様式（第二十三条第四項関係）、会計基準省令第三号第二様式（第二

十七条第四項関係）」 

（3） 社会福祉事業における拠点区分別内訳表「会計基準省令第一号第三様式（第十七条

第四項関係）、会計基準省令第二号第三様式（第二十三条第四項関係）、会計基準省

令第三号第三様式（第二十七条第四項関係）」 

（4） 公益事業における拠点区分別内訳表「会計基準省令第一号第三様式（第十七条第四

項関係）、会計基準省令第二号第三様式（第二十三条第四項関係）、会計基準省令第

三号第三様式（第二十七条第四項関係）」 

（5） 拠点区分の計算書類「会計基準省令第一号第四様式（第十七条第四項関係）、会計基

準省令第二号第四様式（第二十三条第四項関係）、会計基準省令第三号第四様式（第

二十七条第四項関係）」 

（6） 各拠点におけるサービス区分の内容 



  ① 北区拠点（社会福祉事業） 

    「本部」 

    「通所介護事業」 

    「短期入所事業」 

  ② 東区拠点（社会福祉事業） 

    「特養」 

    「通所介護事業Ⅱ」 

  ③ 北区拠点（公益事業） 

    「居宅支援事業」 

 

5. 基本財産の増減の内容及び金額 

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。         （単位：円） 

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

土地 98,000,000  0  0  98,000,000  

建物 245,026,006  0  6,498,580  238,527,426  

合 計 343,026,006  0  6,498,580  336,527,426  

 

6. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取り崩しを

行った場合には、その旨、その理由及び金額 

 減価償却に伴い、国庫補助金等特別積立金を取り崩している。 

 当期取崩額は、3,150,292円である。 

 

7. 担保に供している資産 

担保に供されている資産は以下のとおりである。 

土地（基本財産）  98,000,000円 

建物（基本財産） 238,527,426円 

 計      336,527,426円  

 

担保している債務の種類及び金額は以下のとおりである。 

設備資金借入金  （1年以内返済予定額を含む。）   207,259,000円 

 

 

 

 

 

 

 

 



8. 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高         （単位：円） 

 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

建物（基本財産） 295,390,000  56,862,574  238,527,426  

建物（上記以外） 546,787  530,928  15,859  

建物附属設備 639,360  74,962  564,398  

構築物 344,400  218,120  126,280  

車輛運搬具 7,287,569  7,215,002  72,567  

器具・備品 22,793,627  21,277,565  1,516,062  

開業費 9,029,521  9,029,521  0  

ソフトウェア 4,985,788  4,985,788  0  

合 計 341,017,052  100,194,460  240,822,592  

 

9. 債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高  （単位：円） 

 債権金額 貸倒引当金の当期残高 債権の当期末残高 

未収入金 33,264,910  0  33,264,910  

合 計 33,264,910  0  33,264,910  

 

10. 満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益 

該当なし 

 

11. 重要な後発事象 

該当なし 

 

12. その他 

   該当なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



計算書類の注記（北区公益拠点） 

 

1. 重要な会計方針 

（1） 固定資産の減価償却方法 

定額法により償却を行っている。 

（2） 引当金の計上基準 

・賞与引当金 

     職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を

計上している。 

（3） 消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税込方式によっている。 

 

2. 会計方針の変更 

該当なし 

 

3. 法人で採用する退職給付制度 

職員給与規定第 30条に基づき、社会福祉施設退職手当共済法及び新潟県民間社会福

祉施設職員退職手当積立基金に加入している。 

 

4. 法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分 

（1） 法人全体の計算書類「会計基準省令第一号第一様式（第十七条第四項関係）、会計基

準省令第二号第一様式（第二十三条第四項関係）、会計基準省令第三号第一様式（第

二十七条第四項関係）」 

（2） 事業区分別内訳表「会計基準省令第一号第二様式（第十七条第四項関係）、会計基準

省令第二号第二様式（第二十三条第四項関係）、会計基準省令第三号第二様式（第二

十七条第四項関係）」 

（3） 社会福祉事業における拠点区分別内訳表「会計基準省令第一号第三様式（第十七条

第四項関係）、会計基準省令第二号第三様式（第二十三条第四項関係）、会計基準省

令第三号第三様式（第二十七条第四項関係）」 

（4） 公益事業における拠点区分別内訳表「会計基準省令第一号第三様式（第十七条第四

項関係）、会計基準省令第二号第三様式（第二十三条第四項関係）、会計基準省令第

三号第三様式（第二十七条第四項関係）」 

（5） 拠点区分の計算書類「会計基準省令第一号第四様式（第十七条第四項関係）、会計基

準省令第二号第四様式（第二十三条第四項関係）、会計基準省令第三号第四様式（第

二十七条第四項関係）」 

（6） 各拠点におけるサービス区分の内容 

  ① 北区拠点（社会福祉事業） 

    「本部」 

    「通所介護事業」 



    「短期入所事業」 

  ② 東区拠点（社会福祉事業） 

    「特養」 

    「通所介護事業Ⅱ」 

  ③ 北区拠点（公益事業） 

    「居宅支援事業」 

 

5. 基本財産の増減の内容及び金額 

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。         （単位：円） 

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

土地 300,000  0  0  300,000  

建物 1,474,430  0  55,026  1,419,404  

合 計 1,774,430  0  55,026  1,719,404  

 

6. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取り崩しを

行った場合には、その旨、その理由及び金額 

 該当なし 

 

7. 担保に供している資産 

担保に供されている資産は以下のとおりである。 

土地（基本財産）   300,000円 

建物（基本財産） 1,419,404円 

 計      1,719,404円  

 

担保している債務の種類及び金額は以下のとおりである。 

設備資金借入金  （1年以内返済予定額を含む。）   1,188,000円              

 

8. 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高         （単位：円） 

 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

建物（基本財産） 2,116,400  696,996  1,419,404  

建物付属設備 58,860  16,489  42,371  

ソフトウェア 354,944  354,944  0  

合 計 2,530,204  1,068,429  1,461,775  

 

9. 債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高  （単位：円） 

 債権金額 貸倒引当金の当期残高 債権の当期末残高 

未収入金 1,906,098  0  1,906,098  

合 計 1,906,098  0  1,906,098  



 

10. 満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益 

該当なし 

 

11. 重要な後発事象 

該当なし 

 

12. その他 

   該当なし 

 


